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博士の学位論文審査結果の要旨 
Increasing trends in cervical cancer mortality among young Japanese women below the 
age of 50 years: An analysis using the Kanagawa population-based cancer registry, 
1975-2012. 
50 歳未満の日本人女性では子宮頸がんの死亡率が増加傾向にある 
：1975～2012 年における人口ベースの神奈川県地域がん登録の分析 
 
研究内容要旨 
【背景と要旨】 
 50 歳未満の日本人女性における子宮頸がんの死亡症例数は、過去 30 年の間に倍増した。
子宮頸がんによる死亡を防ぐ手段を講じるためには、若年女性における子宮頸がんの死亡
率と、それに影響を与える各種因子の正確な情報がなければならない。 
全年齢における年齢調整死亡率は、人口構成の異なる集団間の死亡率の比較には有用で
あるが、子宮頸がん・子宮体がんの区別なく「子宮がん」と分類されている症例が含まれ
ること、人口数・がん死亡数の多い高齢者の動向を強く反映してしまうことより、若年女
性の動向について考察するには不向きである。罹患データについては、2016 年 1 月から法
律に基づくがん症例の報告義務が医療機関に生じる全国がん登録が開始されるが、現時点
では各医療機関による任意の報告を都道府県単位の地域がん登録データで集計し、高精度
地域からの日本全体の罹患データを推計しており、実態をどこまで反映できているのかが
不明である。 
そこで、1975-2012 年（38 年間）のがん登録データが利用でき、データの利用できる都
道府県のうち最大規模（2010 年時点で 905 万人、日本全体の 7.1%）の人口を擁する神奈
川県の地域がん登録データを実態調査し、「子宮がん」症例の影響を考慮した、50 歳未満の
日本人若年女性における年齢階級別死亡率を算出した。 
【対象と方法】  
 日本全体（人口動態統計）および神奈川県地域がん登録を用いて、1975-2012 年の子宮
頸がんによる死亡率を、全年齢における年齢調整死亡率・20-29 歳・30-49 歳・50 歳以上に
おいて算出し、これら死亡率が経年的に増加あるいは減少傾向を示しているかどうかを分
析した。また、神奈川県において「子宮がん」と分類された症例の溯り調査を行い、新た
に得られた情報から子宮がん症例を再分類した。 
【結果】 
 結果として、神奈川県地域がん登録および日本全体のいずれのデータにおいても、20-29
歳・30-49 歳の女性における年齢階級別死亡率は増加傾向であった（p<0.001）。50 歳以上
の女性における年齢階級別死亡率は、ともに減少傾向であった（p<0.001）。「子宮がん」と
診断されている症例の割合は、2005～2009 年の 50 歳未満の群を除いて、日本全体よりも
神奈川県全体で低かった。 
【考察】 
 50 歳未満の若年女性における子宮頸がんの年齢階級別死亡率は、1975 年以降経年的に増
加していた。これらの年齢層に対しては、組織化された対策型子宮頸がん検診および積極
的なヒトパピローマウイルスワクチンの提供がなされるべきである。 
【結語】 
 日本で問題となっている若い世代の子宮頸がんによる死亡について、人口ベースの地域
がん登録データを長期的・年齢階級別に解析し問題点を明らかにした。 
 
 
審査にあたり、以上の論文内容の説明がなされた後、以下の質疑応答が行われた。 
 
まず、大橋副査から以下の質問がなされた。 
(1) がん登録に登録されている罹患率は CIN のどこからが対象であり、またその動向はど
のようになっているか。 
(2) 今回の疫学データの学問的意義は何か。 
(3) 子宮頸がんによる死亡率について、50歳以上と以下での傾向が違うことの原因は何か。 
 
以上の質問に対し、以下の回答がなされた。 
(1) 罹患は上皮内がんから収集され、最近の罹患数の増加は上皮内がんの増加が大きい。浸
潤癌自体が全体に占める割合は概ね不変である。 
(2) 疫学的手法として、元の診療録に溯った再分類データは世界的にもほかにない。日本は
保険制度が充実しており受療率が高いため可能であった。また産婦人科的には、死亡率
に対する検診の介入効果が年齢層別に異なることがわかっている。20 歳代は HPV 併用
検診など積極的な検診はかえって産科的デメリットが大きいことも知られている。やみ
くもに検診を進めるのではなく、どの世代にどのような介入を行うかを年齢層別の解析
で明らかにした。 
(3) 50 歳以上は検診が急速に普及した世代で、かつ生涯未婚率が低く、出産年齢も低かっ
たために若い世代に妊娠したときに複数回の検診を受けている。50 歳未満は、検診の
きっかけとなる結婚、妊娠出産がないままに発症し、しかも検診受診率が伸びないこと
が原因と思われる。 
 
次に、折舘副査より以下の質問がなされた。 
(1) 神奈川県の 50 歳以上の群で 1990 年以降に急激な死亡率の低下があるのはなぜか。 
(2) 子宮頸がんの死亡率が日本では 1950 年代は低いのはなぜか 
(3) 産科婦人科学会は全国がん登録にどのように関与するか 
 
以上の質問に対して、以下の回答がなされた。 
(1) この間に治療法の変遷はなく、検診が急速に広まったということもないので、正確な原
因の考察は不明である。 
(2) 神奈川でがん登録が開始された 1970年代当時は 70%が「子宮がん」と登録されていた。
1950 年代はもっと多かったものと推察される。結果的に、多くの子宮頸がんが「子宮
がん」のほうに分類されてしまい、子宮頸がんが少なかったものと思われる。また、日
本以外の国では社会経済的に医療をうけられない少数民族などの死亡率が全体の死亡
率を押し上げている部分もある。 
(3) 日本産科婦人科学会は全国がん登録については関与しないが、従来産婦人科悪性腫瘍委
員会による治療データベースが存在し、個別の治療介入効果などを見ることが可能であ
る。また、子宮頸がんに関してはそのほとんどが産婦人科で治療され、ほかの科にまた
がる治療をされることがないほか、放射線治療が必要な進行子宮頸がんについては多く
ががんセンターや大学病院、がん診療拠点病院などで治療を受けていることから、全国
がん登録との比較可能性もある程度担保されているものと考える。 
 
最後に、藤内主査より以下の質問がなされた。 
(1) 「子宮がん」を、子宮頸がんや子宮体がんに再分類したことが重要ということか。 
(2) 掲載誌 Cancer Epidemiology 誌の Reviewer とのやりとりで指摘された点は何か。 
(3) 2016 年 1 月から開始されている全国がん登録との関係性は今後どうなるか。 
 
以上の質問に対し、以下の回答がなされた。 
(1) 世界の子宮頸がんの 7～8 割は中東・アフリカ諸国に発生しており、診断ソースの不足
から、曖昧さを許容しなければデータをとることができない。日本では「診断ソース不
足」という問題点は従来からないにも関わらず、曖昧な分類が許容され、子宮頸がんの
動向をわかりにくくしてきた。今回は曖昧さを除き、かつ年齢層別に分析することで日
本における若年女性の子宮頸がんの問題を明らかにした点が重要である。 
(2) 掲載誌の査読者からら、データセットが 1975-2012 であるにも関わらず、1998-2008
年の 11 年間のみしか溯り調査を行っていないことの妥当性について指摘された。日本
では診療録の保存義務があるのが 5 年間であること、個人情報保護の問題があることか
ら、これ以上の調査は不可能であったと説明した。 
(3) 神奈川県地域がん登録は人口の 7%をカバーし、現時点では日本で最大のがん登録であ
り、又 38 年間と長期間である。全国がん登録のデータは罹患・死亡の両方について悉
皆性のあるデータが得られるが、子宮頸がんに対する施策の変遷を比較する過去データ
として本研究の有用性がある。 
 
 
その他いくつかの質問がなされたが、いずれに対しても的確な返答がなされた。以上の審査の
結果から本研究は、子宮頸がんの統計上のバイアスとなる「子宮がん」の分類について、従
来便宜的に罹患率比から分類されたものを、初めて実際の診療録にデータを溯って分類し、
かつ 20 歳代、30～49 歳代、50 歳以上について年齢層別の死亡率の動向について分析した
ものであり、非常に意義が高い。また本研究により当該研究分野の発展に貢献したものと考えら
れ、博士（医学）の学位に値すると判定された。 
 
 
 
